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公開講座

経済から 見た地理・歴史・現代社会

実施日：平成２１年８月７日（金）

会場：兵庫県立大学神戸学園都市キャンパス

中学校の社会科や高校の地理歴史科・公民科の内容には，経済に関係するテーマがたく

さん含まれています。地理・歴史・現代社会を経済の視点から見たときどんなことが分か

るのか。その研究成果の一端を中学校・高校の先生方や一般の方々に分かりやすく紹介す

るために企画された講座です。なお、この講座は教員免許状更新講習も兼ねており、多く

の現職の先生方に受講していただきました。

講座は３部構成で，以下のような内容編成になっていました。

第１部 「江戸時代を見直す」（経済から見た歴史）

担当：経済学部教授 松浦 昭

第２部 「都市・農村の変貌と課題」（経済から見た地理）

担当：経済学部教授 加藤恵正

第３部 「現代社会と企業」（経済から見た現代社会）

担当：経済学部教授 三上和彦

各講義内容の概要を以下にご紹介します。
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江戸時代を見直す 近代と近世との連続—非連続について

松浦 昭（兵庫県立大学経済学部）

江戸時代をイメージしたときに、生気に満ちた姿を思い浮かべる人ばかりではないでしょう。し

かし、できるだけ先入観を取り払って江戸時代を見直してみると、そこには新しい江戸時代像が浮

かび上がってくるはずです。いくつかの具体的事例をもとに、「江戸時代？？」の謎解きをしてみ

ましょう。

・はじめに

幕初の輸入品 第一位 ？

幕末の輸出品 第一位 ？

ともに答えは生糸です。この事実だけに絞ってみても江戸時代の姿が浮かび上がって

きます。江戸時代に生糸生産の国産化が進行していたことは明らかです。しかも幕末に

輸出できたということは、国際競争力を有していたことになります。一見経済発展はあ

まり見られないと思われていた江戸時代にもこうした側面があるわけです。

次に先入観を持たずに江戸時代を考えてみるとどうなるでしょう。簡単なクイズをし

てみましょう。

１ 江戸時代農民は何を食べていたか

江戸時代の農民のおもなｴﾈﾙｷﾞｰ源（ｶﾛﾘｰ源）となっていたのは、次のうち何が一番多

かったと思いますか。

（１）米 。

（２）麦ー大麦・裸麦・小麦の合計。

（３）雑穀ーあわ・ひえ・そば・もろこし・豆類など、米と麦以外の穀物類の総計。

（４）いも・大根、その他の野菜・山菜・木の実など。

１回目（ ） ２回目（ ） ３回目（ ）

板倉聖宣『歴史の見方考え方』（仮説社、1986 年）21 頁

受講者の皆さんに、１回目は全くノーヒントで回答してもらったら、答えは（２）が

多く、次いで（３）でした。この分布は全国的傾向と一致しています。２回目は「でき

るだけ先入観を取り払って」考えてもらったら、（３）が減り（１）（２）が多くなりま

した。さいごに「一番多く生産されていた穀物」をヒントに考えると、答えは（１）と

なりました。

正解は（１）です。しかしこの正解を出すために、予備知識はほとんど必要ありませ

ん。先入観に囚われずに考えることができれば、自ずと答えは（１）になります。

私は、常に「憶える歴史」ではなく「考える歴史」を提唱しています。
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つぎに、そのスタンスで開港に伴う問題について考えてみましょう。

２ 開港

開国とともにドルと三貨（金銀銅貨）との出会いが始まります。ただちにその交

換比率をどうするかということが問題になります。日本は最終的に万延の改鋳で対

応することになりますが、国内経済は大混乱に陥りました。何故でしょう。

３ 貿易の開始

貿易が開始されると輸入品（例：生糸）と輸出品（例：綿糸）で、その価格にはっ

きりとした相違が見られます。国内相対価格の変化です。輸出関連商品は一般物価に

対して上昇し、輸入代替商品は低下します。何故こうした差異が生じたのでしょう。

前項の問題と共に受講者の皆さんと考えてみました。

４ 歴史の連続と非連続

その後の展開でも、両者は対照的な動きをみせます。製糸業は江戸時代の水準と断

絶することなく連続的発展をしていきます。一方、綿糸業は外国から機械設備を導入

して非連続的発展をしていきます。このように歴史には、連続的側面と非連続的側面

があります。

まとめと質疑応答

「考える歴史」は一見難しそうに思えても、実際やってみると自分でアイディアを

出し、それを検証する作業の中に手作りの面白みを見いだすことができるのです。

参考文献

板倉 聖宣『歴史の見方考え方』仮説社、1986年

佐藤 雅美『大君の通貨』講談社、1984年

新保 博『近世の物価と経済発展』東洋経済新報社、1978年
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都市・農村の変貌と課題

加藤 恵正（兵庫県立大学経済学部）

本講義の目的は、グローバル化の深化の過程で、新たな段階に入ったともい

える都市・地域経済を見る視点を整理することと、萌芽的ながら見え始めた都

市・地域再生の具体的な試みについていくつかの事例を紹介しながら検討を行

うことにある。

まず、世界の生産システム再編と台頭するメガ・リージョンについて考えて

みたい。世界では、巨大連担都市圏が国境を越えた広がりを持つメガ・リージ

ョン出現である。メガ・リージョンとは Light Based Regional Product (LBRP) 
から見いだされたもので、具体的には夜間に地球を撮影し明かりが連なって見

える地域（夜のイルミネーションはエネルギー消費を，そして経済活動を示し

ている）のことである。世界に４０存在し、世界人口の１８％に相当する 12 億

人が居住している。世界の経済活動の６６％、特許を取得したイノベーション

の８６％が集中している。その意味で、グローバル化の意味は、フラット化と

コロケーション（地域集積）の同時進行にあるといって過言ではない。グロー

バル・シフトが、逆に「地域」の重要性を際立たせたといっていいだろう。な

お、日本には４つのメガ・リージョン（グレータ東京、大阪-名古屋、福岡-九州、

札幌）存在している。

グローバル化の中の日本では、地域経済と深く関わる３つの構造変化をあげ

なければならない。第一は、グローバリゼーション下の競争構造が、東アジア

との経済統合、さらにはこれと強く連動する賃金切り下げである。第二は、成

熟社会の意識構造のあり方で、具体的には就業の「質」や安全・安心、環境問

題などの顕在化である。第三に、少子高齢化の急進である。ここでは、労働供

給に制約があり、これが企業の雇用制度に影響を及ぼすこと。結果として地域

間需給ギャップの拡大が引き起こされることとなる。

こうした変化のなかで、地域経済をどのようにみたらよいのか。もっともわ

かりやすい指標は、厚生経済学的に「一人あたり所得」である。地域経済を見

るうえでは、次のように見ることができる。

・一人当たり市民所得 ＝市民所得／人口

＝（市民所得／就業者数）Ｘ（就業者数／労働力数）X（労働力数／人口）

ここで着目しておきたいのは、第一項が地域の産業のあり方を示唆しており、

産業立地政策はこうした視点から展開されることになる。これまでの地域経

済政策は、ここに焦点があり、実際多くの試みが実施されてきた。本講義で

は、その重要性をしてきするにとどめ、これまで必ずしも地域経済活性化と

いう観点から明示的に議論されなかった第二項目が意味することに議論を集
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中させることにした。第二項は地域就業のあり方を示している点である。こ

れまで、雇用就業問題は、政策的には中央政府の専権事項であったために地

域にはこれをマネジメントする経験が乏しい。今後、こうした側面への地域

独自の取り組みは不可欠となろう。かかる雇用就業問題は、地域の仕事のあ

り方と関わっており、くらしと経済の接点への視点の重要性を示唆している。

雇用問題が深刻化する地域労働市場において、新たな仕事づくりによる地

域再生のあり方について検討を行うと同時に、これを可能にする制度や仕組

みについて具体的に政策提案を行うことはきわめて重要な課題である。ニー

トや一部フリーターなど就労意欲喪失者、顕在化しない女性就労、障害者等

を労働市場にひきもどすことも視野に入れ、地域就業率の拡大による「フル

就業型」地域への政策提案が求められる。近年における日本の雇用情勢は派

遣問題等に象徴される極めて厳しい状況にある。事態が深刻な地域経済では、

これまでの財政出動型雇用創出や政府による一元管理的労働市場政策の限界

から、地域自らが新しい仕事を創出することが不可避の課題となっている。

具体的には、ＥＵ等において成果を挙げつつある若年層に焦点をあてた日本

型積極的労働市場政策、くらしとの連動を軸に生活と仕事を結びつける企業

市民パートナーシップ型Work Life Balance戦略、そして新たな仕事創出を担

う社会企業や協同労働の課題と仕組みづくりなどについて検討を行い、失業

率ではなく就業率をアップし、働きたい人々が地域の中で仕事を見つけるこ

とができる「フル就業型」地域再生への具体的政策提案を行う。

こうした深刻化する地域の局地的衰退の再生方策を検討するといった課題

にたいし、ここでは「社会的包摂（Social Inclusion）アプローチ」を紹介

したい。社会的包摂アプローチの核心は、地域再生を検討するにあたって、

これまで積極的な参加や参画が見られなかった高齢者・障害者・無業者を含

む多様かつ多数の地域住民を巻き込み「包摂」することにある。かかる「包

摂」は、これまでとは異なる新たな多層・多重的なコミュニティへのインパ

クトを顕在化させ、サステナブルな地域運営のあり方をモデル化することを

可能にしつつある。現実には、地域の多様性や固有の変化のメカニズムから、

地域政策としては構想・計画にとどまっている。Social Inclusionを現場で

稼働させる社会的企業の役割や課題、形成されたパートナーシップがもたら

すsocial capital の計測、さらには包括支援法方式などこれまでと異なる政

策デザイン等について検討が求められる。

参考文献

植田和弘他編『講座：都市の再生を考える』1-8、岩波書店、2004年．

近畿都市学会編『21世紀の都市像』古今書院、2008年．

細川昌彦『メガ・リージョンの攻防』東洋経済出版社、2008年．
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現代社会と 企業 ―現代社会における企業の役割について―

三上 和彦（兵庫県立大学経済学部）

近年、日本を含む先進諸国における企業の姿は多様化している。この講義

では、今日の市場経済における企業の役割について、株式会社のみならず、

公企業や協同組合なども含め、考察を行った。

講義では、まず日本の企業制度と、企業の経営形態の産業分布について概

観した（表１参照）。次に、企業の経営形態比較に関する分析の視点を、ミ

クロ経済学における市場の失敗に据え、これに基づき、事例研究として病院

の経営形態について検討を加えた。最後に、さまざまな形態の企業は適材適

所に使い分けられている、あるいは使い分けられるべきであるという結論を

導いた。

（表１）

個人 会社 民間非営利 公企業

Ａ 農業 0.0% 57.0% 41.1% 1.9%

Ｂ 林業 0.0% 43.0% 20.3% 36.7%

Ｃ 漁業 0.0% 82.3% 16.2% 1.6%

Ｄ 鉱業 4.0% 93.7% 2.2% 0.1%

Ｅ 建設業 14.1% 85.7% 0.2% 0.0%

Ｆ 製造業 7.2% 92.0% 0.7% 0.1%

Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業 0.0% 63.9% 0.8% 35.3%

Ｈ 運輸・通信業 2.2% 84.5% 1.4% 12.0%

Ｉ 卸売・小売業，飲食店 25.0% 73.1% 1.7% 0.2%

Ｊ 金融・保険業 2.1% 79.0% 18.2% 0.8%

Ｋ 不動産業 27.2% 68.6% 3.6% 0.5%

Ｌ サービス業 15.5% 44.0% 25.1% 15.4%

Ｍ 公務（他に分類されないもの） 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

A～M 全産業 15.0% 67.5% 8.8% 8.7%


